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(1)歴 史的概観

ア 第二次世界大戦以前

イギ リスと日本の最初の接触は、1600年 のウィリアム ・アダムズの日本来航 に始 まる。彼

は、徳川家康の外交顧問に任命され、三浦安針の日本名 を送 られ、日英通商の発展に貢献 し

た。日英通商 は、徳川幕府の鎖国政策やイギリスがポル トガルとオランダとの商業競争に敗

退したことな どにより、1823年 には幕を閉 じた。

日本の鎖国時代、イギ リスは数回の通商再開の要求 を行ったが成功せず、主 としてアフリ

カ、イン ドにおいて、大英帝国の建設を行った。

日英の国交の再開は、1854年 の和親条約の締結による。条約締結後、イギ リス と日本の関

係は急激 に親密化 し、イギリスは、日本の近代化に協力していった。 この時期、 日本研究 の

中心 となった人びとは、初代駐 日公使オールコックをはじめとする、外交 に携わる人び とで

あった。1870年 か ら1890年 にか けて、 もっとも活躍 した 日本研究家 は、アーネス ト・サ ト

ウ、アス トン、チェンバ レンの3人 で、サ トウははじめは公使館付通訳官でのちに公使、ア

ス トンも公使館付通訳官であった。チェンバレンは約40年 間英語教師 として 日本 に滞在 し

た。

これらの日本研究の第1世 代の特徴 は、研究がいわば個人的趣味のレベルで行われ、国内

の学界 における十分な制度的基盤に欠 けていたことである。 こうした事情 は、 もちろんその

先駆的な業績 を軽視するものではないが、業績が次の世代 によって順次引 きつがれてい くと

いう状況 を創出で きなかったことと関連がある。第1世 代が リタイアしてしまうと、1931年

のサンソンの 『日本小文化史』の出版 まで、約20年 間、日本研究の沈黙が続いた。

この間、 日本研究 は、わずかに1917年 に創設 されたロンドン大学東洋 アフ リカ研究学部

(SOAS)で 行 われていたが、その教育内容 は、外交官や宣教師のための初歩的な言語学習

であり、 もっぱら1人 の日本人教師が、イギ リス人のパー トタイムの講師の援助のもとに講

i義を行 うという状態であった。1921年 から1941年 までの間、SOASの 日本研究部 門への新

入生の数 は、年間平均11人 であったといわれる。

しかし、こうした状況 は、第二次世界大戦の勃発 とともに一変する。対 日戦略上欠 くこと

のできない日本語 に堪能な人材がイギリス には不足 していた。 このため、イギ リス政府 は

SOASを 中心 に、日本語の専門家を育成することを目的に、平均15か 月の日本語集 中教育

をロンドン近郊のベ ッドフォー ドの部隊において実施 した。この訓練所 を中心に、戦後の日
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本研究 を担 う第3世 代の人材が輩出 されていった。 日本語集中教育を行った教師陣の中心は

F・J・ ダニエルズであり、短期間で200名 以上が養成 された。浄瑠璃研究のC・ ダン、古

典文学のD・ ミルズ、社会学のR・ ドーア、あるいはP・ オニール、E・ シーデル、K・ ガ

ー ドナー、L・ アレン、1・ ニッシュといった研究者が第3世 代 に属 し、戦後の日本研究の

中心 となった。

第二次世界大戦 による、 日本語ので きる人材育成 という国家政策が、戦後の日本研究 を担

う研究者 を育てたといういきさっは、アメリカとよく似ている。

イ スカブロ委員会から1980年 代 まで

戦時下の日本語訓練 プログラムの遂行により、すでに人的資源の面で十分な基礎 をもって

いたイギ リスの日本研究 は、1947年 のスカブロ委員会 の答 申(通 称:ScabroughReport)

により、具体的な将来展望を与えられた。

スカブロ委員会 は、イギ リスの大学における東洋、アフリカ、スラブ、東 ヨーロッパを対

象 とする研究 の現状 の調査 と将来展望 について、1944年 にイギ リス政府 より諮問をうけ、

1947年 に次のような答申を行った。

まず同委員会の現状分析 は、次のような点 に要約される。

i)

�)

iii)

iv)

v)

vi)

東洋研究を進めるための組織的機関の不在

教師及び研究員の海外における研修機会がない

言語以外の分野の研究が無視されている

研究機会に制限がある

図書館の不備

学生をひきつける魅力に乏しい

そして次のような助言 を行 った。

i)言 語の使用能力だけでな く、地域に対する全体的な認識 を深めること

ii)言 語 ・文学分野に偏 らず、歴史、経済、宗教、政治、民俗学 など関連諸分野の関心

を深めること

iii)古 典 と現代について、バランスのとれた学習をすること

また、制度的には次のような点で改革をすすめることを助言している。

i)す でに東洋学部 をもっている大学 については、 この教育研究内容 を強化 ・充実 させ

る

ii)他 の大学にもい くつかの東洋学部を新設する

iii)教 員、研究員の増員

iv)研 究助成金の増額

これ らの答申は、必ず しもすべての点において実施 されたわけではないが、い くつかの点

において日本研究の発展に寄与 した。ロンドン大学SOASは この時点でイギ リスにおける

日本研究 の一大センターであったが、関連諸分野の教員増を要求したものの、その要求は受

けいれ られず、和書の購入資金 を獲得 し、西ヨーロッパ随一の日本関係図書館がで きあがっ

た。
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ケンブリッジ大学では、東洋言語学部で教員数が全体 として11名 から32名 に増加 した。そ

して1947年 には日本語講座が開講 され、1948年 には3年 制の学位取得 コースとなった。学位

取得 コースは4年 制 のものがすでに1946年 にロンドン大学で開講されてお り、ケンブ リッジ

の創設 により、イギ リスで2つ のコースがで きあがった。

スカボロ報告書の発表の5年 後、1952年 には政府か らの助成 はいちおう停止され、あとは

各大学毎の自主的運営に任 された。これ以後1950年 代 は、SOASは 日本研究 の中心 として、

またケンブ リッジ大学は独特の古典を中心 とす る学風を展開させた。 しかし、財政援助の打

ち切 りと、戦争の影響による学生数の減少 は、 この期間の日本研究に大 きな発展をもた らす

阻害要因 となっていた。

しかし、1960年 代以降になると、こうした停滞 を打ち破 り、日本研究の大 きな変化が もた

らされた。1960年 代 は、イギリスにおいて学生数が急増 した高等教育の拡大の時期であ り、

日本研究 もその例外ではなかった。また、1961年 にはスカブロ委員会のあとを受けたヘイタ

ー委員会 による答 申(通 称:HayterReport)が 出された。ヘイター報告書では、今後東洋

研究において、 さらに研究領域 を広げ、言語以外の分野の授業 を充実 させ、古典に比べて現

代の研究の割合 を増やす努力が必要である と指摘 されている。こうした指摘をうけ、各地に

地域研究センターが設置された。ケンブリッジの南アジア研究センター、 リーズ大学の中国

研究センター、ハル大学の東南アジア研究セ ンターなどがそれであり、 日本研究センターは

シェフィール ド大学に設置 されることとなった。

シェフィール ド大学に日本研究センターが実際に設置されたのは1966年 であるが、 これよ

り先、1964年 にはオ ックスフォー ド大学に3年 間の日本学の学位コースが設置された。

第4の 日本研究セ ンターが、SOASな ど既存の機関 に設置 されなかった理 由は、これ ら

の既存機関で は、言語、文学、歴史のプログラムに重点が置かれた状態で既に十分に機能 し

ており、む しろ社会科学分野あるいは現代部分の研究に重点をおかねばならないというヘイ

ター委員会の意向を反映するためであった。 したがって、シェフィール ド大学のたとえば学

部生 は、 日本研究 と社会科学(経 済、経済史、地理、政治など)と を関連づけた 「二重の学

位(dualdegrees)」 を取ることが義務づけられた。

以後、1960年 代 に形成 された4つ の日本研究センター(SOAS、 ケンブ リッジ、オ ックス

フォー ド、シェフィール ド)に おいて 日本研究が発展することになる。1970年 代のイギ リス

における日本研究 の発展 は、この4つ のセンターの存在 と、各方面からの財政援助が大きな

理由であった。 日本政府による留学奨励プログラム、 日本航空の奨学金(1973年 のオイル ・

ショックで中止)、 三井 ヨーロッパグループの援助、国際交流基金のi援助(1973年 田中首相

の訪英の際に、国際交流基金を通じて約50万 ポンドが寄付 され、当時大学財政の圧迫のもと

で危機に直面 していた日本研究の存続に寄与 した)な どがそれである。

1973年 には、ヨーロッパ日本研究学会の設立 に際 し、英国日本研究学会が設立され、全国

的な組織 のもとでの研究交流が行われるようになった。

1980年 代に入 ると、オックスフォー ド大学 に日産自動車の援助のもとに日産 日本問題研究

所(NissanInstituteofJapaneseStudies)が1981年 に設立 され、現代 日本社会の社会科学
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的アプローチによる研究がさらに充実された。

さらに、4つ の日本研究センター以外にも地方の大学 に日本語の講座が設立 されるなど、

地方への拡大がみられるようになっている。

(2)現 状

ア 大学 ・大学院

イギ リスには文科系大学 は48校 を数えるが(1983年 現在)、 そのうちの3分 の2に 相 当す

る32校 で何 らかの形で日本研究 ・教育が行われている。ロン ドン大学SOAS、 ケンブ リッ

ジ大学、オックスフォー ド大学、 シェフィール ド大学が4大 センター といわれていた1960年

代からみると、その数 は急激に増加 した。 とくに最近の5年 間で2倍 になったといわれ るほ

ど、その増加ぶ りは急激で、質的な面はともか く、量的な面での日本研究の拡大 はめざまし

いものがある。

32校 のうち、ケンブリッジ大学 とオ ックスフォー ド大学の2校 では、日本研究のみの3年

のコースで学位を取得することがで きる。 またSOASで は、4年 のコースで同様の学位が

取得できる。イギリスの大学制度の もとでは、専門の授業 はほぼマン ・ヅー ・マンに近い形

でみっち り行われ、 日本研究で学位 を取得することは、かな り高度的な日本研究 を行ったこ

とを意味する。 したがって、毎年の学位の取得者は数人であっても、それはかなりの専門家

を育成 したことを意味する。また、3年 間で学位 を取得 した後、1年 以上を日本での研究 に

費やす者 も多い。

シェフィール ド大学 はその 「二重学位」の考 え方から、またその他の大学では日本研究講

座が部分的であるために、日本研究のみで学位 を取得す ることはで きない。一部の大学で

は、 日本語教育なしで、日本研究の講座が持たれている例 もある。

各大学の現状は以下 に示す通 りである。

(1)ケ ンブ りッジ大学東洋学部(:FacultyofOrientalStudies)

1947年 に東洋学部に日本語講座が設置された。E・ シーデルがその講師 となり、彼は1948

-1949年 に来日し、 日本関係の図書の充実 をはかった。1960年 代後半には学部生が常時4-

6名 というところで推移 していたが、1980年 頃には財政悪化を理由にポス トを減 らす動 きが

みられた。 しか し、 この危機は経団連か らの寄与によって乗 り越えられ、最近では学生数 も

増加 しつつある。

講座 の内容 は日本文学等が中心で、他の大学が社会科学系へ と比重を移すなかで、かえっ

て日本文学研究の拠点 としての比重を増 しているといわれる。

スタッフは、民間信仰の研究で知 られるC・ ブラッカー、伊勢物語研究のボー リング、近

世 ・明治期の出版文化研究のP・ コーニ ッキーの3名 である。

学生数 は1984-1985年 学期で1年 生が12名 、2年 生、3年 生が各6名 、院生が3名 であ

る。

(2)オ ックスフォー ド大学

(a)東 洋研究所 日本学科(OrientalInstitute)
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1954年 に東洋研究学科のなかに日本語 コースが設置 され、1963年 に東洋研究所が創立され

た。 したがって歴史 は比較的新 しいものである。

研究スタッフは新劇研究 のB・ パウエル、近代儒教思想研究のJ・ マクマランの2名 であ

る。

学生数 は1981-1982年 学期で11名 。最近シェフィール ド大学 との共同プログラム として、

第1学 年 は、オックスフォー ドの学生 もシェフィール ドで日本語の学習を行 うことになり、

日本研究拠点後の分業化のテス トケース として注目されている。

(b)日 産 日本問題研究所(NissanInstitute)

日産自動車の援助で1981年 に設立 された。現代日本の研究を主なテーマ としているほか、

学生、院生の教育 も行 う。

スタッフは、所長で比較政治学のJ・ ス トックウィン、日本近代史のA・ ワソー、経済学

のJ・ コーベット、 日本語 のC・ モランの4名 である。この他に東洋研究所 日本学科のスタ

ッフ、アシュモ リン博物館 のスタッフ、オ ックスフォー ド工科大学、マグダーレン ・カレッ

ジのスタ ッフ、また日本からの客員スタッフな どの協力 のもとに研究 ・教育が行われてい

る。

(3)ロ ン ドン大学東洋 ・アフリカ研究院(SchoolofOrientalandAfricanStudies)

東洋 ・アフ リカ研究院 は、1917年 に大英帝国の東洋進出のための人材育成を目的に設立。

第二次世界大戦 には、F・ ダニエルズの指導の下に対 日軍事関係情報員養成の集中訓練コー

スの場 とな り、結果的にイギ リスの日本研究者 の第3世 代 を育成 した。戦後は言語 と文化、

古典 と現代のバランスのとれた日本研究をめざす。1966年 には東南アジア、極東、中東、中

近東、アフリカの5つ の研究センターが設立 され、 このうちの極東センターが、1978年 に日

本研究センター となる。研究院全体 は社会学、経済 ・政治などの11学 科から成るが、日本及

び日本語に関する研究 ・教育を行っているのは、極東学科を中心 として、人類学 ・社会学、

経済 ・政治、地理、歴史、法律、音声 ・言語の各学科である。

研究スタッフは、所長で地理学のJ・ サー ジェン ト、日本語及び初期 日本演劇研究 のP・

オニール、比較宗教学のH・ ボールハチェッ ト、和歌研究のP・ ハ リース、江戸期演劇 の

A・ ホリエ ・ウェーバー、音声学のL・ タケウチ、19世 紀小説のM・ ドウチェリー、徳川期

か くれキ リシタン研究のブ リーン、九州の窯業村落研究のB・ モーラン(人 類学 ・社会学

科)、1930年 代 日本の満洲政策研究のC・ ホウ(経 済 ・政治学科)、 日本共産党研究のR・ ボ

イ ド(同)、 人口地理学のR・ ウィルシャー(地 理学科)、20世 紀初;期地域政策研究のR・ シ

ムス(歴 史学科)、 日本法のP・ チェン(法 律学科)で ある。

なお同 じロンドン大学の経済学部(LSE)の 日本関連スタッフとの研究協力 も行われてお

り、LSEに は、日露戦争な ど外交史の1・ ニ ッシュ、労働者比較研究のK・ ター レー、戦

前の女工史のJ・ ハ ンターなどの日本研究者がいる。

1984年 現在で、 日本関係 の学生数は約50名 である。

(4)シ ェフィール ド大学日本研究センター(CentreofJapaneseStudies)

シェフィール ド大学 自体 は、1905年 に創立 された近代市民大学で、歴史は比較的新 しい大
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学である。 日本研究センターは1963年 に設立された。前述のように、イギ リスにおける現代

日本研究のナショナル ・センター として位置づけられる。

学生 は、日本研究 と社会科学の二重学位(dualdegrees)の 取得が義務づけられている。

社会科学分野は、経済学、経済史、地理学、現代史、政治学、社会学、言語学、 ビジネス研

究などである。1966年 に第1期 生を受 け入れ、1970年 に初めて卒業生を送 り出 した。

1970年 代 に一時大学財政が逼迫 し、 日本研究 は危機に直面 したが、1973年 の田中首相訪英

時の財政援助、日本航空、三井ヨーロッパグループか らの援助で この危機 を乗 り切った。最

近 は、 日本語コースなどのビジネス用のサー ビスを始め、資金確保の一助 にすると共 に、イ

ギリスの産業界 との結びつきも強めている。

学生数 は、1983年 で学部生が約40名 、院生が約10名 である。シェフィール ドの日本語教育

は口語教育 を中心 としている点で、ケンブリッジ、SOAS、 オックスフォー ドと性格 を異に

している。

研究 スタッフは、開設以来の所長であったJ・ ボウナスの後任所長 として、戦前の政党政

策 ・選挙の研究で知 られるG・ ヒーリー、労働史のM・ コー リック、産業構造論のD・ アン

トニー、外交史のG・ ダニエルズ、言語学のG・ ジェリネク、近代文学のM・ ジェリネク、

在 日朝鮮人研究のM・ ウェイナーがいる。シェフィール ドの研究スタッフは年齢が40歳 代以

下でそろってお り、 日本研究の第4世 代が集められている。

(5)エ セックス大学現代日本研究センター(CentrefortheStudyofContemporary

Japan)

1983年 に、政治学者 として有名なブロンデル教授を中心 とする努力の もとに設立された。

日本の独協大学 との交換プログラムをつ くるなど、日本研究 に積極的に取 り組み始めてい

る。日本語 と政治学が中心で、駐英日本大使館員が交代でレクチャに赴 くなどしている。現

在の所長 は白鳥令氏である。

(6)ス ター1丿ング大学日本研究センター(CentreforJapaneseStudies)

1980年 に、スコットランドにおける日本研究のセ ンター として設立された。1982年 に、セ

ンターの中心人物であったフランス人のJ・P・ レーマンがフランスに帰国したために打ち

切 りとなる講座が出るなど一時停滞気味であったが、徐々に建て直され今 日に至っている。

研究スタッフは、日本及び西欧の自殺や死生観の比較研究で知 られる前国際基督教大学の

S・ ピッケンが現在の所長であ り、その他 に、仏教 ・新興宗教研究のB・ ボッキング、日本

の文化社会学のJ・ バレンタイン、経済学のJ・ ドーソン、産業論のT・ ビールがいる。

なお、同センターでは、大学以前の段階での日本語教育の実施 についての計画の検討が行

われている。

(7)そ の他の大学

以上の6大 学 は、イギリスの日本研究のセンター的な機能 を果たしているが、 これ らの大

学以外 に、表1の ような大学で日本研究 ・教育が部分的に行われている。

イ 研究所

イギ リスにおける日本研究 は、大学における研究が中心で、それ以外 に独立 した日本研究
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表1

大 学 内 容 日本 研 究 ス タ ッフ

アス トン大学 現代言語学科における日本語教育、マネジメ R・ ア ク ロイ ド(日 本 国 際 貿 易法)

ン ト ・セ ソ ター にお け る 日本 の経 営 論 。 イギ J・ フ レ ッ ク(ロ ボ ッ ト比 較 プ ロ

リス唯一の日本法の講座が人気がある。ビジ ジ ェ ク ト)

ネス教育中心。 R・ ホ ワイ ト(ロ ボ ッ ト比較 プR

ジ ェ ク ト)

ダーラム大学 東洋博物館を持ち、東洋音楽祭も開催するイ L・ ア レ ン(太 平洋 戦 争 史)

ギ リス のオ リエ ン ト学 の 中心 大 学 で、 エ ジプ

ト研究、中国研究が主流。中国学科に日本関

連 コー スが 、1982年 に3つ 設 置 され た。

エジンバラ大学 中国学科に付随して日本語コースがある。

リーズ大学 シ ェ フ ィール ドに 日本研 究 セ ン ター が設 置 さ P・ フ ラ ソク ス(日 中経 済 関係 論)

れ た 際 に、 リー ズ大 学 に は 中国 研 究 セ ン ター

が 設置 され た。1983年 よ りこ の中 国研 究 セ ン

ターの中に日本研究ポス トが新設された。ま

た 、 この他 に地 理 、歴 史、 言 語 、倫 理 、 宗教

の各学科に日本関連講座が少しずつある。

ス トラスクライ ド大学 マーケティング学科に日本入門講座がある。

ウルスター大学 言語学科に日本語、歴史学科に極東史の講座

を持つ。北アイルランドで日本関係講座を持

つ 唯一 の大 学 。

ワー ウ ィ ック 大 学 言語センターに日本語、経済学科に関連講座 1・ ゴ ウ(ア ス トン大 学 と兼任)

が あ る。83年 設置 。

アバ リー スFウ ィズ大 1984年 に国際政治学科に近現代国際関係論の D・ ス テ ィー ズ(戦 前外 交 史)

学 講座が設置された。

ブ ラ ッ ドフ ォー ド大 学 ビジネ ス コ ース に 日本 関連 コー スが あ り人 気 P・ バ ヅ ク レ ー 、J・ ス パ ー ク ス 、

が あ る。 H・ ミルザ(い ずれも日本企業 と

ヨ ー ロ ッパ企 業 の 比較 論)

グラスゴー大学 1983年 より歴史学科に日本史講座を設置。 R・ シ ンハ(貿 易 摩擦 論)

H・ モ ール スバ ッハ(社 会 心 理学)

ハル大学 東南アジア研究センターを持つ。経済 ・社会

史学科に日本関連講座がある。

リバプール大学 1983年 に歴史学部に日本関連講座が設置され

た 。

マ ンチ ェ ス ター 大 学 経済・社会史学科及び歴史学科に関連講座が P・ ロ ウ(占 領 下 日本 、朝 鮮 戦 争)

あ る。 J・ ヒ ル ズ

ニ ュー カ ッス ル 大 学 政治学科、東アジア研究学科に関連講座があ 1・ ニ ア リー(少 数 民 族政 策)

る 。

(表

1
続
く
)
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大 学 内 容 日本 研 究 ス タ ッフ

ヨー ク大 学 政治学科に関連講座がある。芸術学部で日本 J・ クランプト(戦 前社会主義思

音楽研究も行われている。 想)

サセックズ大学 J・ チ ャ ップ マ ン(近 現 代 政 治 ・

外交史)

ハ ダ ー ス フ ィー ル ド 東洋研究学科に日本入門講座あり。1984年 に

工科大学 日本史講座設置。

オ ック ス フ ォー ドエ 科 人類学科に日本社会構造論講座。

大学

バー ミンガムエ科大学 外国語学科に日本語入門講座あり。

ソリハル大学 工業系大学。日本語入門講座あり。

ダ ーテ ィン トン大 学 音楽学科に日本語、日本音楽の講座がある。

リッチモン ド大学 アメリカ系大学。日本美術、日本映画の講座

あ り。

機関はない。大学以外で、部分的に日本研究が行われている研究機関 としては、theRoyal

InstituteofInternationalAffairs(chathamHouse),theInternationalInstituteofStrategic

Studies,theTechnicalChangeCentreの3機i関 がある。theTechnicalChangeCentreに は

前サセックス大学教授で社会学者のR・ ドーア氏が所属している。

これ以外 には、大英博物館東洋部、英国図書館東洋手稿刊本部門で、前者 は日本文化財関

係の研究、後者 は日本書誌学の研究が行われている。

ウ 学会

(1)英 国日本研究学会(BritishAssociationforJapaneseStudies)

1974年 のヨーロッパ日本研究学会設立会議 は、オックスフォー ド大学で開催 され、多 くの

イギリスの日本研究者がその中心的な役割 を果たし、イギ リスの学会設立の基礎が築かれ

た。同年 に田中首相の訪英による日本研究援助のための寄付が行われ、その支出運用の決定

のためにも全国的な組織が必要 とな り、1974年 にSOASで 組織委員会が作 られ、初代会長

にケンブ リッジ大学のD・ ミルズが就任 した。同年 シェフィール ド大学で学会が開催 された

ほか組織づ くりが進め られ、1976年 に第1回 会議が正式に招集 され、ダラム大学に約70名 の

日本研究関係者が集 まった。 その後毎年1回 ずつ会議 は開催 されている。

現在の会長 は、大英博物館のK・ ガー ドナーである。1985年 現在で個人会員 は約120名 に

増加 している。 また法人会員 としては、国際交流基金、オース トラリア 日本研究学会があ

る。

主な事業は、毎年、歴史、政治、国際関係、社会学、言語 ・文学部門をもつ学会を開催す

ること、年1回 す ぐれた論文 に与 え られるIVANMORIS記 念賞 の運営、機関誌 の発行

(年1回)で ある。
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表2

大 学 名

SOAS

Oxford

Sheffield

Stirling

Manchester

LSE

Bradford

Sussex

Cambridge

Aston

人数

12

8

7

6

5

5

3

3

3

2

大 学 名

Warwick

Glasgow

Leeds

OpenUniv.

Reading

Aberystwyth

NewUniv.of

Ulster

Durham

Southampton

人数

2

2

1

1

1

1

1

1

1

大 学 名 人数

King'sCollege

London 1

Essex 1

Newcastle 1

York 1

UWIST(Cardif) 1

(Strathelyde1)*

計 70

(注)院 生以上 、ポ リテ クニー ク(工 科大学)は 含 まない。*印 はStirlingと の併 任。

これ らの事業を通 じ、研究交流、各機関の連絡 ・調整 を行 うとともに、個々の研究者の孤

立化の防止が行われている。

(2)ジ ャパン ・ライブラリー ・グループ(Japan:LibraryGroup)

日本関係文献の全国的レベルでの効率的収集及び利用のために、1966年 に英国日本研究学

会の一分科会 として設立された。①各メンバーの相互の体験の共有、②イギリス国内の国立

図書館や大学図書館 における日本研究用の蔵書物 を増やすための財源の有効利用、③各図書

館員 と主要顧客間のコミュニケーションの円滑化が主な目的である。

日本研究を行っている主な大学学科 と、大学付属図書館、英国図書館が構成メンバーであ

る。文献収集にあた り、各機関で責任分担が行われている。た とえばSOASが 国際関係、

言語学、近代文学、地方史、法律学、民俗学、オ ックスフォー ド大学が宗教、哲学、明治前

の教育、芸術、江戸期歴史、シェフィール ド大学が経済学、財政学、政治学、行政学、経営

学、政治史、社会学等々で、各研究機関の研究上の特色 に対応 している。

工 研究者

英国 日本研究学会の会員 は、1985年 現在で120名 であ り、 これがイギ リスにおける日本研

究者数 をもっとも適切 に表 しているものと考えられる。

大学毎 の研究ポス ト数は表2の とおりである(1985年 現在)。

4大 セ ンター といわれるSOAS、 オックスフォー ド、 シェフィール ド、ケンブ リッジの

中で、ケ ンブリッジのポス トがわずかに3つ しかない。スター リング、マンチェスター、

LSEと いったグループが、SOAS、 オックスフォー ド、シェフィール ドに続 く形 となってい

る。実際の教育 ・研究現場では、 これらのスタッフに加えて、日本からの客員スタッフ、日

本語教育 のための非常勤スタッフが多 くお り、イギリスの日本研究 ・教育 を支えている。

同 じく大学のポス トを分野別にみてみると、社会科学分野の比重が大 きいこと、古典的な

ものと現代の分野 とのバランスが とれてお り、ヘイター委員会 の答申内容が、現実の態勢 と

して実現 されていることがわかる。ただし、ポス トの絶対量 は少な く、ごく少数が各分野 を

担い、 しかもいろいろな大学に散 らばっている。全体 に、バ ランスはとれていても、「薄 く
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広 く」 とい う感 じは否 めない。

(3)展 望 と課題

イギ リスの日本研究は中国研究の一部 として始 まり、第二次世界大戦を契機 として、日本

研究が自立した。戦後、1960年 代 を境 として、 日本研究のバランスのとれた発展、すなわち

人文諸科学 と社会諸科学、古典 と現代のバ ランスのとれた発展がはかられ、総合的な日本研

究が行われるようになった。 このような日本研究の転換 はアメリカにおいていちはや く行わ

れたが、必ず しも十分な転換が行われなかったヨーロッパ諸国のなかで、 ドイツでは古

典文化偏重の 「茶室の学問」 として、1960年 代に日本学が批判された イギ リスは比較的

円滑な日本学の転換 を行った国である。 この点に関 して、シェフィール ド大学 に日本研究の

ナショナル ・センター として現代 日本研究センターが設置されたことが効果的であったとい

えるであろう。

1960年 代の劇的 ともいえる日本研究の転換 と拡大の後、1970年 代 は研究態勢の転換に力が

注がれ、拡大 という点 に関 してはあまり力が注がれなかった。たとえば1973年 から1979年 に

かけて、イギ リス全土で日本関係大学ポス トは、わずかに1つ しか増設されなかった。 しか

もこの時期は、イギリスの多 くの大学が財政が逼迫 し、大学内で大 きな力を持たない日本研

究部門の多 くが存続の危機にさらされた。 こうした危機 は、多 くの場合、日本からの財政援

助 によって乗 り切 られた。

1980年 代には再び、イギ リスの日本研究は拡大の方向へとむかっている。国際交流基金の

調査で も、1978年 に日本研究機関がイギ リスでは約20機 関であったのに対し、1982年 には機

関数で も講座数で も約2倍 に増えている。そしてこれ らの増加部分 は、日本の経済的発展 に

対応して、経済 ・経営 ・政治の分野、また現代の日本社会の動向に関する分野の日本研究 に

偏っている。そして逆に、古典的分野での日本研究は停滞 を余儀 な くされているのが現状で

ある。

1980年 代の日本研究の拡大の要因 として、 日本研究の裾野の拡大があげられる。 ビジネ

ス ・コースの拡大、技術系高等教育機関ポ リテクニークでの日本語講座の設置、 さらには高

校 レベルでの日本語教育な どが、それである。 日本企業のヨーロッパへの進出などの影響

で、シティの銀行やイギリス企業か らの日本語のできる者の求人広告が新聞に出るようにな

ったことと、 これは無関係ではない。 日本研究の裾野の広がりは、やがて教育機関の拡大へ

とつなが り、研究者 のポス ト増加へ とつながってい くであろう。

前節の研究者の分析部分でみたように、イギリスの日本研究 は、研究の総合化をはか り、

研究分野 において 「薄 く広 く」なっていること、 また地方大学への分散 という、 これも研究

態勢における 「薄 く広 く」がみられること、これが大 きな特色である。全般にイギリスの各

大学はサ ッチャー政権 の教育予算カ ット政策 のあお りで財政状況 はいぜんとしてきびしい。

こうしたなかで、地域研究ではオイル ・ダラーに支 えられたアラブ研究 と、経済発展に支え

られた日本研究が拡大 されている。イギリス政府自身は、いまのところ特 に日本研究 に重点

を置いているわけではなく、イギ リスの日本研究の拡大は日本からの財政援助が もっとも現
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実的な方途である。厂薄 く広 く」なっている日本研究 の状況下で、イギ リスの研究者 の間に

は、研究の効率化のため拠点大学での研究を重視してそれ以外の大学での研究 は統廃合すべ

きである とい う考えと、で きるだけ多 くの大学で研究が行えるようにし、なおかつその連合

をはかるべきである、 という2つ の考え方がある。実際、地方大学への分散 は研究者の孤立

を招 く結果 となっているし、地方大学での講座はそれを担当する研究者によって様々な面 を

規定される。担当教授が他大学に移れば、その大学での講座は廃止されてしまったりする。

地方大学への広が りは、必ず しも個々の大学で日本研究が根づいていることを意味している

ものではない。

拠点校主義に立つにしろ、連合主義 に立つにしろ、「薄 く広い」イギ リスの日本研究 は、

研究者間の交流、研究機関同士の連携が きわめて重要であるといわねばならない。英国日本

研究学会の活動、ジャパン ・ライブラリー ・グループの活動、オックスフォー ド大学 とシェ

フィール ド大学 との教育共同プログラムなど、その方向性はある程度見いだされている。
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